
６．電気関係事故の報告 
 電気関係報告規則第３条において、自家用電気工作物設置者が報告すべき電気事故、報告の方法、報

告期限及び報告先を規定しています。(主要電気工作物を構成する設備を定める告示、電気関係報告規

則第３条の運用について(内規)参照) 

(１)自家用電気工作物に係る電気事故は次のとおりです。 

①感電死傷事故又は感電以外の死傷事故 

（死亡又は病院もしくは診療所に治療のために入院した場合に限る。） 

②電気火災事故（工作物にあっては、その半焼以上の場合に限る。） 

③公共の財産に被害を与え、公共施設の使用を不可能にした場合又は社会的に影響を及ぼした事故 

④主要電気工作物の破損事故 

⑤電気事業者に供給支障を発生させた事故（波及事故） 

⑥ダムによって貯留された流水が当該ダムの洪水吐きから異常に放流された事故 

（２）報告の方法と報告期限 

①電気事故速報 （１５０ページ） 

電気事故速報は、事故の発生を知った時から知り得る限りの情報を速やかに報告することが 

必要です。報告内容は、いつ（事故発生の日時）、どこで（事故発生の場所）、なにが（事 

故発生の電気工作物）、なぜ（事故発生の原因）、どうなった（死傷者の発生や損傷状況等 

の概要）という事故の状況を説明するための最小限の情報と、そのためにとった応急処置、 

復旧対策・日時等について、事故の発生を知った時から２４時間以内に電話、ＦＡＸ等によ 

り報告してください。 

②電気事故詳報  （１５１ページ） 

電気事故詳報は、電話、ＦＡＸ等による速報を行った事故について、事故原因の分析、事故の状況、

被害の状況、再発防止対策等に亘って詳しく調査検討し、その結果を定められた様式に従って報告書

をとりまとめ、事故の発生を知った日から３０日以内に報告してください。 

事故原因の調査に時間がかかり、再発防止対策が報告できないような場合には、３０日以内にわかっ

た状況をご報告いただき、その後は続報としていただくこととなります。 
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